


[bookmark: _GoBack]　賃金実態調査用
組合全体集約票（Ｃ）
 (
単組→地方連合会へ
)

賃金実態調査に参加された組合は、組合員集約記入票(Ａ)に必ずこの組合全体集約票(Ｃ)を添付し、地方連合会に提出して下さい。以下の各項目について、漏れなくご記入下さい。
 (
組合名
) (
※地方連合会記入
　組合コード
)


 (
調査票の回収数
（調査に参加した人数）
) (
女性　　　　　　　　　名
) (
男性　　　　　　　　　名
) (
計　　　　　　　　　名
)



 (
組合について（加盟産別に○）
) (
会社について
(
事業所ではなく企業として
)
)
	・ＵＡｾﾞﾝｾﾝ
	・ＪＲ総連
	・森林労連

	・自治労
	・交通労連
	・全信労連

	・自動車総連
	・海員組合
	・労供労連

	・電機連合
	・ｻｰﾋﾞｽ連合
	・全印刷

	・JAM
	・ｺﾞﾑ連合
	・労済労連

	・基幹労連
	・航空連合
	・全国ﾕﾆｵﾝ

	・日教組
	・紙パ連合
	・全国競馬連合

	・ＪＰ労組
	・全電線
	・自治労連

	・生保労連
	・全国ｶﾞｽ
	・ＪＡ連合

	・電力総連
	・印刷労連
	・港運同盟

	・情報労連
	・全水道
	・全造船機械

	・JEC連合
	・ｾﾗﾐｯｸｽ連合
	・全造幣

	・運輸労連
	・全銀連合
	・全映演

	・私鉄総連
	・全自交労連
	・日建協

	・ﾌｰﾄﾞ連合
	・全国農団労
	・日高教

	・損保労連
	・ＮＨＫ労連
	・地域ﾕﾆｵﾝ

	・国公連合
	・全労金
	・その他

	・ＪＲ連合
	・ﾍﾙｽｹｱ労協
	

	
	
	


 (
１．金属
２．化学・繊維
３．食品
４．資源・エネルギー
５．交通・運輸業
　ａ．生コン製造販売輸送
ｂ．ハイヤー・タクシー
ｃ．トラック輸送
ｄ．鉄道・バス
ｅ．その他（倉庫業など）
６．
サービス・
一般（公務）
７．情報・出版
８．商業・流通
９．保険・金融
10
．建設・資材・林産
) (
主な業種に○
※複合業種の場合、主なものを選択
)
	

















 (
賃金交渉形態
) (
１
．
事業所形態
(
支部など
)
２
．
中央一括
(
本社など
)
　　
) (
賃金制度
（賃金体系・テーブル）
の有無
) (
１．あり
２．なし
) (
全社従業員数
（非正規社員等含）
) (
１　
29
人以下
２　
30
～
99
人
３　
100
～
299
人
４　
300
～
999
人
５　
1,000
人以上
)
 (
具体的業種内容
)



	組合員数
	

	正社員・職員
組合員数
	男性
	名
	

	
	女性
	名
	

	
	計
	名
	



